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はじめに 

 

 本県においては、各市町村が地域生活支援拠点等における機能に関する検証・

検討を行う際の参考資料として、愛知県障害者自立支援協議会地域生活移行推

進部会の協力を得て２０２２年２月に「地域生活支援拠点等運用状況の検証・検

討のための手引き」を作成しました。 

 その後、県内市町村において手引きが活用される中で、具体的な県内の取組事

例等も把握したいとの意見を受けたことから、市町村に対して取組事例の調査

を行い、地域生活移行推進部会の監修のもと、この事例集を作成いたしました。 

 この事例集が、市町村における地域生活支援拠点等における機能の充実の一

助となれば幸いです。 

 

 

 

 

２０２４（令和６）年２月 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各事例において、掲載しているフローチャート図やマニュアル等の参考資料

については、２０２３年１２月時点のものです。内容が更新されている可能性

もあります。 
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地域生活支援拠点等の経緯について 
 

平成 24 年度に成立した「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策

を講ずるための関係法律の整備に関する法律」において、附帯決議として「障害者の高齢

化・重度化や「親なき後」も見据えつつ、障害児・者の地域生活支援をさらに推進する観点

から、ケアホームと統合した後のグループホーム、小規模入所施設等を含め、地域における

居住支援の在り方について、早急に検討を行うこと」と示されました。 

 

このことを受け、国において「障害者の地域生活の推進に関する検討会」が設置され、平

成 25 年 10 月 11 日に「障害者の地域生活の推進に関する議論の整理」が取りまとめられ

ました。 

 

そのなかで、地域における居住支援に求められる機能として以下の 5 つが示されました。 

・相談（地域移行、親元からの自立等） 

・緊急時の受け入れ・対応（ショートステイの利便性・対応力向上等） 

・体験の機会・場（一人暮らし、グループホーム等） 

・専門性（人材の確保・養成、連携等） 

・地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置等）  

  

これらのことを踏まえ、国において、平成 26 年 5 月 15 日に告示された第 4 期障害福

祉計画（平成 27 年度～平成 29 年度）の基本指針において、「地域生活支援拠点等（地域

生活支援拠点又は面的な体制をいう。以下同じ）について、平成 29 年度末までに各市町村

又は各圏域に少なくとも一つを整備することを基本とする。」とされ、「地域生活支援拠点

等」の整備が求められました。 

 

 そして、市町村における地域生活支援拠点等の整備を推進するため、今までは、障害福祉

計画に係る基本指針（告示）や通知にとどまっていましたが、令和 4 年度における障害者総

合支援法の改正によって、市町村における地域生活支援拠点等の整備の努力義務が法令上明

確化されました。 

 

 また、令和 5 年 5 月 19 日に告示された第 7 期障害福祉計画（令和６年度～令和８年

度）の基本指針においては、整備とともに、その機能の充実のために、「コーディネーター

の配置、地域生活支援拠点等の機能を担う障害福祉サービス事業所等の担当者の配置、支援

ネットワーク等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築」及び「支援の実績等

を踏まえた運用状況の検証及び検討」を基本とすることが示されております。 

 

 障害のある方が御本人の希望に基づき、地域において安心した生活を営むことができるよ

う、「地域生活支援拠点等」の役割が重要となっています。 

 

（執筆 愛知県福祉局福祉部障害福祉課 地域生活支援グループ） 
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① 相談の機能

基幹相談支援センターや相談支援事業所等

に拠点コーディネーターを配置し、緊急時の

支援が見込めない世帯を事前に把握・登録す

るなどした上で、常時の連絡体制を確保し、

障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に

必要なサービスのコーディネートや相談その

他必要な支援を行う機能
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＜ポイント＞

①対象者の把握

②２４時間体制の確保

　2023年4月から地域生活支援拠点等の事業所登録制を開始したことや緊急時の支
援に関するフローチャートを作成し、対応例を示したことで、市内の事業所におい
て、地域生活支援拠点等に関する理解が深まった。
　また、登録事業所から基幹相談支援センターに相談する事例が増加し、登録事業
所のみで抱えることなく協働して対応できた事例や緊急時の支援を見込んだ情報
シートを活用してスムーズに緊急時の受け入れができた事例につながった。

一宮市

　地域生活支援拠点等の事業所登録制や緊急時の支援に関するフロー
チャートによって、市内事業所における地域生活支援拠点等の理解が深
まり、１つの事業所だけでの対応ではなく、基幹相談支援センター等を
含めた関係機関での対応につながった事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○地域生活支援拠点等として対応する事
業所の登録制をとっている。

○拠点事業所に登録した相談支援事業所
において、把握している対象者に対する
緊急時の支援を見込んだ情報シートの作
成を促している。

○自立支援協議会の既存の仕組みを活用
して地域生活支援拠点等に関する学習や
周知の機会を設けている。

○拠点事業所に登録した相談支援事業所
において作成する情報シートについて
は、共通様式を用いている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○休日夜間の相談窓口を委託にて設置
し、24時間の相談支援体制を確保してい
る。

○休日夜間の相談窓口に緊急性のある連
絡が入った場合は、市の担当者へ連絡が
入り、状況に応じて対応することとなっ
ている。

◎具体的な実践例

相談の機能

-4-



＜フローチャート図＞

＜情報シート＞※一部抜粋
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＜ポイント＞

①対象者の把握

②２４時間体制の確保

　具体的な支援事例としてはないが、緊急時に備えた体制整備を行っている。

刈谷市

　拠点コーディネーターを配置し、２４時間の連絡体制を築くととも
に、緊急時の居住支援が見込まれない方の事前登録を進め、緊急時に備
えた支援体制の整備を行っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○刈谷市が作成した「地域生活支援拠点ガイド
ライン」において、緊急時の支援が必要な対象
者を「緊急時の支援が準備できておらず一時的
な居住の確保が必要な人」と定め、緊急時の定
義を以下の通り定めている。

・介護者が急病、入院、葬祭、死亡等で長時間
にわたり不在となる場合
・本人の強度行動障害等により、介護者が介護
できなくなる場合

○民生委員、家族会、相談支援事業所に協力を
依頼し、緊急時の支援が見込めない方に対し、
地域生活支援拠点等についての説明を行い、自
身の環境や状況の整理（緊急時の支援体制の確
認等）を行っている。

○地域生活支援拠点等の対応が必要と見込まれ
る人について緊急時対応プランを作成し、事前
登録を行っている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○基幹相談支援センターに拠点コーディネー
ターを配置し、土日祝日・夜間の連絡体制を築
いている。

○拠点コーディネーターと福祉総務課の担当者・課長補佐
等の携帯電話の連絡先を共有している。

○登録者以外については従来より市役所夜間窓口を経由し
て、市の福祉総務課が対応する旨を広報にて周知してい
る。

○拠点コーディネーター及び市が連携し、緊急時のアセス
メントや支援計画を作成することを想定している。

◎具体的な実践例

相談の機能
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＜緊急時対応プラン＞※一部抜粋
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＜ポイント＞

①対象者の把握

②２４時間体制の確保

　夜間に困難事例が発生した際に、連絡先を共有し、２４時間の連絡体制が構築さ
れていたことで、支援を行っていた障害福祉サービス事業所に対して、基幹相談支
援センターと行政機関（福祉課）が助言等を行い、朝まで緊急時の支援を行うこと
ができた。
　また、翌朝すぐに「蒲郡市安心生活支援事業」の実施要綱で定めている障害者の
身の安全確保や対象者への見守り・家事援助等を行う「緊急一時的対応事業」に繋
ぐことができた。

蒲郡市

　福祉課や基幹相談支援センター等の職員間において、連絡先の共有を
行い、24時間の連絡体制を整備していたことで、直接支援を行った障
害福祉サービス事業所に対する助言等を通して、迅速な支援につながっ
た事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○基幹相談支援センター等の障害者虐待に関す
る対応機関が地域生活支援拠点等の対応機関と
しても支援を行っている。

○対象者のアセスメントについては、基幹相談
支援センター等が実施し、地域生活支援拠点等
での支援が可能であるかを確認している。対応
が難しい場合は、医療機関へつなげるために管
轄の保健所と連携している。

○地域生活支援拠点等における支援について
は、本市では「蒲郡市安心生活支援事業」とし
て要綱を作成し、実施事業所と契約している。

○また「蒲郡市安心生活支援事業」の実施後
は、対応時の振り返りを行っている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○業務時間外については、担当者の携帯
電話につながるようにしている。

○基幹相談支援センターの職員と委託の
相談支援事業所の相談支援専門員と福祉
課職員にてアドレス（SNS）の交換を行
い、緊急時は随時連絡を取れるようにし
ている。

◎具体的な実践例

相談の機能
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＜ポイント＞

①対象者の把握

②２４時間体制の確保

　大型連休の直前に退院された方で、自宅に帰った際、家族に対して危害を加えて
しまった。大型連休や年末年始などでも、輪番制で当番を決め、支援体制を整えて
いたことで、本人の相談支援員から市役所に連絡が入り、速やかに緊急受入れ先の
手配にあたることができた。

知多市

　大型連休等の期間においても市役所と基幹相談支援センターの輪番制
による緊急時に備えた支援体制の整備を行っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○市や基幹相談支援センター等が本人の
世帯情報や社会的つながり等を踏まえ、
緊急時の支援が見込めない世帯であると
判断した場合には、把握した時点におけ
る対象者の心身状態、生活状況、支援
者、利用している福祉サービス等の情報
を聞き取っている。

○該当する世帯について把握した時点
で、基幹相談支援センターとの連携を密
にし、把握した情報を互いに共有するこ
とで、突発的な事案にも対応できる体制
を整えている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○通常時は、月～金曜日の午前９時～午後５時
（土日祝日や年末年始を除く。）において基幹
相談支援センターで対応している。

○緊急時は、市役所開所日の午前８時３０分～
午前９時と午後５時～午後１０時、土日祝日や
年末年始の午前８時３０分～午後１０時を基幹
相談支援センターで対応し、それ以外は市役所
で対応している。

○大型連休や年末年始などでも、輪番制で当番
を決めて対応できるようにしている。

◎具体的な実践例

相談の機能

-9-



＜ポイント＞

①対象者の把握

②２４時間体制の確保

　緊急時対応シートは、追加の情報を記載できるようになっている。記載する情報
の例としては、病院名、病名、服薬、緊急時に利用を希望するサービス種別・事業
所名、荷物の置き場所、アレルギー、日常生活の様子、苦手なこと、こだわり、コ
ミュニケーションの特性などがあり、これらを情報収集し、緊急時の支援に向けた
体制整備を行っている。

稲沢市

　緊急時の支援が必要な世帯への適切な支援を行うため、共通様式で必
要な情報を記載する登録書や緊急時対応シートを作成し、緊急時に備え
た支援体制の整備を行っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○「稲沢市障害者緊急時対応事業実施要綱」によ
り、緊急時の支援が必要な世帯を事前登録する仕組
みを設けている。

○登録希望者は登録書に必要な個人情報（氏名、性
別、生年月日、住所、電話番号、障害種別、緊急時
が想定される理由、相談支援事業所、緊急連絡先
①、緊急連絡先②）を記載することとしている。

○実施要綱で定める登録書のほか、共通様式である緊急時
対応シートを本人、家族、担当する相談支援専門員等に作
成してもらっている。

○登録する時点で短期入所の利用の有無、契約の有無を書
くようになっているため、事前の体験利用を勧奨できる。

○登録者のサービス等利用計画案の提出時には、緊急時対
応シートの記載内容の変更の有無について記載することと
し、計画相談支援事業所に対して定期的な情報の見直しを
促している。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○基幹相談支援センターに２４時間３６
５日対応の携帯電話を１台配置してい
る。

○緊急時対応のフローチャートを定め、
平日の日中では担当相談員が対応し、そ
の他のケースは基幹相談支援センター及
び市役所で一次的対応をすることとして
いる。

◎具体的な実践例

相談の機能
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＜登録書＞

＜緊急時対応シート＞※一部抜粋
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＜ポイント＞

①対象者の把握

②２４時間体制の確保

　自立支援協議会の部会において、相談支援事業所と受け入れ機関である事業所
で、緊急時の相談・受け入れについての必要性、地域生活支援拠点等の役割や支援
方法等について協議し、共通の認識をもつことで、緊急時の受け入れ対応ができ
た。

豊明市

　障害福祉サービスを利用していない方の困りごと等の調査を通じて、
緊急時に支援が必要な対象者を把握するとともに、支援機関同士で事前
に支援方法等を共有し、緊急時に備えた支援体制の整備を行っている事
例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○障害福祉サービス未利用者の方に対して、電
話や訪問により不安に思っていることについて
聞き取りを行い、緊急時に支援が必要な世帯の
把握に努めている。

○市内の相談支援事業所連絡会では、医療的ケ
アや強度行動障害を有する人の受け入れ先につ
いての課題等を共有している。

○療育手帳Aの方、療育手帳Bの方というように
重度の方から順に調査を行っており、福祉サー
ビス未利用者の世帯へ、基幹相談支援センター
が訪問し、実態調査と困りごとの把握、相談先
についてお知らせしている。

○緊急時の対応が想定される方について、地域
福祉課と基幹相談支援センターでの打ち合わせ
で情報共有している。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○平日昼間は、基幹相談支援センター、
相談支援事業所、地域福祉課が対応す
る。

○夜間・休日は、市役所の宿直室を通じ
て、地域福祉課へ、必要に応じて市の社
会福祉協議会に連絡が入る。

○緊急対応が想定される方については、
事前に地域福祉課や基幹相談支援セン
ター等で、対応についての流れや役割を
確認している。

◎具体的な実践例

相談の機能
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② 緊急時の受け入れ・対応の機能

短期入所を活用した常時の緊急受入体制等

を確保した上で、介護者の急病や障害者の状

態変化等の緊急時の受け入れや医療機関への

連絡等の必要な対応を行う機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　家族と同居しており、居宅介護サービスを利用していた方で、家族が突然入院となり本人の単身
生活が困難となった。緊急時の支援として、短期入所の利用を調整しようとしたが、本人に短期入
所の利用経験はこれまでなかったため、関わった訪問介護事業所と相談支援事業所が本人宅を訪問
し、短期入所について説明をし、利用につながった。
　ただし、その後、すぐにはＧＨや入所施設が見つからなかったため、短期入所の長期利用が必要
な状態となり、1事業所のみでの利用継続が難しくなった。そこで、次に利用予定となっていた短
期入所の事業所職員が本人の利用時の状態を直接確認に行くなど、スムーズに支援が提供できるよ
う事業所同士での連携をとって対応することができた。

一宮市

　緊急時の支援において、１つの短期入所事業所のみではなく、他の短
期入所事業所と連携することにより、継続的な支援を実施することがで
きた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○緊急時の定義は特に定めていないが、緊急短
期入所受入加算に準じて対応したケースを把握
することとしている。

○緊急時対応の情報シートを相談支援事業所で
個別に作成している。

○緊急対応が可能な短期入所事業所に地域生活
支援拠点等の協力事業所として、市に届け出て
もらい、事前登録をしている。

○緊急時の受け入れがスムーズにいくよう、事
前の体験利用について事業所に協力を求めてい
る。

○利用者と事業所職員が事前に面接するなど、
安心して利用できるよう緊急時に向けた事前準
備について、拠点事業所連絡会等で周知、推奨
している。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○拠点登録事業所を市ウェブサイトに公開して
いる。

○各短期入所事業所で受け入れた実績などを記
載した受け入れ情報シートを作成し、拠点登録
した相談支援事業所と基幹相談支援センターで
共有しており、緊急の受け入れ調整の際の参考
にしている。

○緊急の対応についてフローチャートを示して
いる。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　家族と同居しており、日頃障害福祉サービスを利用していない方で、家族が緊急
入院となり、在宅生活の維持が困難となった。県外在住の家族からの相談を受け警
察が訪問し、本人を保護するとともに警察から市に連絡が入った。市の職員が状況
を確認した上で、知的障害者福祉法第16条第１項第２号の規定により短期入所の措
置を決定し、支援につながった。
　その後の生活については、拠点コーディネーターが調整を行い、障害福祉サービ
スの申請など手続きを経て、共同生活援助事業所の利用につながった。

春日井市

　家族の入院に伴い、警察から本人の保護の連絡を受けた市は、短期入
所の利用を決定し、緊急時の支援を行うとともに、コーディネーターが
障害福祉サービスの調整等を行い、その後の生活についての支援を行う
ことができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○緊急時については、家族等の介護者の
急病などで日常生活が立ち行かなくなる
場合を想定している。

○指定短期入所事業所に常時１室を確保
し、必要時に速やかに受け入れができる
ように体制を整備している。

○常時確保している居室の利用がない場
合の空床保証として、指定短期入所事業
所に補助を行っている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○拠点コーディネーター及び基幹相談支援センターなどと
連携し、アセスメントを行い、支援方法を決定する。

○居宅での支援の場合は、相談支援事業所に必要な福祉
サービス等の調整を依頼する。

○市において、居宅での支援ではなく、施設で一時的に保
護が必要と判断した場合は、居室を確保している短期入所
での受け入れを行い、その後の生活について拠点コーディ
ネーターに調整を依頼する。

○課題の解決や適切なサービス利用につなげる
ために、拠点コーディネーターが支援してい
る。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　日頃障害福祉サービスを利用していない方の介護を行っていた同居家族が急死し
た際に、日頃から地域生活支援拠点等コーディネーターが地域の支援機関と顔の見
える関係づくりを行っていたことで、医療機関から地域生活支援拠点等コーディ
ネーターに連絡がついた。その結果、地域生活支援拠点等コーディネーターが短期
入所を確保して、緊急時の支援を行うことができた。

安城市

　障害福祉サービスを利用していない方の家族が急死した際に、医療機
関から連絡を受けたコーディネーターが短期入所を確保し、緊急時の支
援を行うことができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○介助者が入院や死亡等により不在となり、生命又
は身体に危険があると判断される場合を緊急時と定
義し、即座に地域生活支援拠点等コーディネーター
等を通じて短期入所等への入所などの対応を行って
いる。

○障害福祉サービス等を利用している方について
は、担当の相談支援員と協力し食事の介助方法など
の支援方法について短期入所と情報共有できるよう
にしている。

○あらかじめ介助者が不在になった場合に生命又は
身体に危険があると判断されている方については、
緊急時対応シートを作成し担当の相談支援員とすぐ
に連絡が取れない場合でも短期入所の事業所職員な
どに介助方法を説明できるようにしている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○地域生活支援拠点等の整備開始時に協
議し、介助者が入院や死亡等により不在
となり、生命又は身体に危険があると判
断される場合を緊急時と定義している。

○原則として、市内の短期入所で支援を
行えるようにしている。

○地域生活支援拠点等について協議する
会議体に短期入所事業所の管理者等に参
加してもらっており、緊急時の対応等を
含め、積極的に関わってもらえるように
している。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　家族と同居しており、以前は障害福祉サービスを利用したことがあるが、その後は、利用してい
なかった方に対して、相談支援事業所が定期的に見守り訪問を続けていた。見守り訪問の際、家族
が倒れているのを相談員が発見した。警察や相談員が本人に状況を確認するも答えられず、食事を
とったのかも確認できず、ほかに本人を支援できる者がいなかったため、「障害者緊急時受入れ事
業」で一時的にグループホームを利用することとなった。
　その後については、相談支援事業所を中心に今後の方針を決め、別のグループホームの利用や市
長申し立てにより、成年後見制度を利用することとなり、支援を受けながら地域での生活を送って
いる。

西尾市

　障害福祉サービスの利用を休止していた対象者に対して、相談支援事
業所が見守り訪問を継続的に行っていたことで、緊急時の支援につな
がった事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○介護者の疾病、死亡、事故又は災害等
の理由により介護を受けることができな
い場合に備え、緊急かつ一時的な受入れ
を実施する「障害者緊急時受入れ事業」
を実施している。

○緊急時の支援が必要となる可能性のあ
る方については、事前に相談支援事業所
と連絡を取り合っている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○「障害者緊急時受入れ事業」として、
７日間、短期入所やグループホームで受
け入れてもらっている間に、相談支援事
業所を中心に、今後の支援方針を決め
る。

○受入れ時には障害福祉サービス事業
所、相談支援事業所と連携を図りつつ、
今後の支援について、生活困窮担当や成
年後見担当等も交えて検討している。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　養護者による障害者虐待通報が本人の担当相談支援専門員からあった。本人のグループホームが
決まるまでの数日間を緊急時の受け入れとして、契約を締結した事業所（短期入所事業所）で宿泊
を行った。日中は福祉課と基幹相談支援センター、夜間は契約した事業所で役割分担しながら対応
することができた。
　具体的には、福祉課では、短期入所及び蒲郡市安心生活支援事業の支給決定、生活保護等の他の
福祉サービス利用手続きのサポートを行い、基幹相談支援センターでは、日中及び夜間の居場所と
の情報交換、次の居場所の見学・体験等利用までの調整、そして、契約事業所では、短期入所が使
えない日に、緊急一時保護として、事業所の空きスペースで夜間支援を行った。

蒲郡市

　虐待を受けていた対象者の緊急時において、短期入所・市・基幹相談
支援センターが役割分担をしながら緊急時の支援を行うことができた事
例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○定期的に発生する緊急案件（緊急時の受け入
れ・対応）を自立支援協議会の専門部会で報告
し、対応方法の評価・検証等を行うことで、事
案を直接経験していない事業所と情報共有して
いる。

※本市では地域生活支援拠点等の事業所登録制
度による支援ではなく、緊急対応案件につい
て、市の支給決定で対応している

○対応方法の手順書（※）は定めているが、
ケースごとに対応が異なるため、発生事案ごと
に自立支援協議会で情報共有している。

※緊急時の受け入れ・対応方法は障害者虐待防
止法の『相談・通報・届出への対応（市町
村）』の内容に基づき対応。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○上記同様で、本市は登録制度は設け
ず、短期入所や蒲郡市安心生活支援事業
の支給決定で対応している。

○市において、支給決定及び安心生活支
援事業実施の必要性について協議を行っ
ている。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　家族と同居していた方で、家族が急に入院した際に、普段利用している短期入所
の事業所での支援を行おうとしたが、その日は、支給決定上、短期入所としては利
用できない日であったため、緊急一時的宿泊事業として受け入れてもらうことと
なった。短期入所の配置職員とは別でスタッフを配置し、空き部屋を利用しても
らった。以前にも本事業の利用があったため、スムーズに受け入れてもらうことが
できた。
　利用にあたっては、利用者の相談支援専門員が基幹相談支援センターに相談し、
助言を受けながら、調整を行った。

常滑市

　家族が入院した際に、普段利用している短期入所が利用できる曜日で
はなかったため、市の緊急一時的宿泊事業を活用することで、緊急時の
支援を行うことができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○緊急時とは、介護者の病気や事故等を想定し
ており、緊急時に支援が必要な方は、平常時に
介護者の方々と関係者会議を開催し、緊急時に
備えた台帳を作成している。

○市内の障害福祉サービス事業所に、緊急一時
的宿泊事業所の登録を依頼している。

○緊急時支援台帳について、市の障がい
者総合支援協議会の専門部会にて説明
し、関係機関に周知を図っている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○緊急時であるとの判断は、基幹相談支
援センターと市が話し合って行ってい
る。

○支援場所は、市の緊急一時的宿泊事業
の登録事業所に支援を依頼している。

○日頃から基幹相談支援センターと連携
を密にとり、緊急時に対応できるよう努
めている。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　日頃、日中系障害福祉サービスを利用しており、緊急時の支援を要するとして事
前登録をされている方の無断欠席を疑問に思った事業所の職員が自宅を訪問し、介
護者が死亡していることを発見したため、緊急時対応のフローチャートに基づいて
対応した。
　ただし、長期利用できる短期入所事業所が見つからず、数カ所を転々と利用する
ことになった。緊急対応が終了した後、事例検討会を行い、反省点を検討した。

稲沢市

　本人の無断欠席を異変に感じた障害福祉サービス事業所が自宅を訪問
し、介護者の死亡を発見した際に、フローチャートに基づいて、緊急時
の支援を行うことができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○緊急時とは「介護者の傷病、事故等やむを得
ない理由により、障害者が居宅で生活をするこ
とができない場合に、当日又は翌日に支援が必
要なときをいう。」と定義している。

○緊急時対応のフローチャートを定め、平日・
日中では担当相談員が対応し、その他のケース
は基幹相談支援センター及び市役所で一次的対
応をすることとしている。

○緊急対応が終了した後には事例検討会を開催
し、反省点を話し合い、新たな仕組みづくりを
検討している。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○一次的対応では、事前登録のない人の場合、
基本は短期入所事業所で対応する。事前登録し
ている人は、利用を希望するサービスで対応す
る。日中については通常利用している日中系障
害福祉サービスを利用する。

○その後、個別支援会議を開催し、二次的対応
について協議する。

〇対応にあたり、地域生活支援拠点等の登録事
業所が障害者を訪問して必要な支援を行った場
合、市独自の『駆けつけ応援』として報酬を請
求することができる。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　家族と同居しており、日頃、日中系障害福祉サービスを利用している方で、家族が重い病気に
なったという相談が相談支援専門員に寄せられた。親亡き後の対応が今後必要になることから、短
期入所の利用調整していたところ、その施設の利用者が新型コロナウイルスに感染してしまい、受
け入れができなくなってしまった。そのタイミングで家族の病態が悪化し、亡くなってしまうな
ど、本人に対する緊急時の支援が必要となった。
　そこで、相談支援専門員が行政と相談の上、普段通所している事業所での緊急一時的宿泊の活用
に向けて調整を行い、新型コロナウイルス感染症による受け入れができない期間に緊急一時的宿泊
を利用した後に短期入所のサービス利用につなげることができた。また、本事例について、緊急時
の対応に関する流れのフロー図を作成し、自立支援協議会の専門部会で共有した。

武豊町

　短期入所や入所施設などの地域の社会資源が限られている状況を踏ま
え、生活介護や放課後等デイサービス事業所等を緊急時の支援の受け入
れ先として確保したことで、緊急時の支援を行うことができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○短期入所や入所施設などの地域の社会
資源が限られている状況を踏まえて、生
活介護や放課後等デイサービスほか高齢
者施設にも事業所登録してもらい緊急時
の受け入れ先の確保を進めている。

○緊急時に備え、長期休暇等でのお泊り
会等を通して日中利用するサービス事業
所において宿泊する体験を積むようにし
ている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○すでにサービスを利用している方の緊急時におい
て、相談支援専門員や利用しているサービス事業所
へ家族からの支援依頼があった場合、事業所が福祉
関係課にも連絡をし、情報の確認をしたうえで、行
政と相談支援事業所が連携して受け入れができるよ
う調整にしている。

○体験的宿泊については利用者の登録を行う必要が
あるが、緊急一時的宿泊については登録なしで利用
できる仕組みとしている。

○日ごろ使い慣れている通所系サービスにも事業所
登録してもらうことで、通所の利用者の緊急時にお
ける宿泊を含めた支援や協力をいただけるよう行政
としてもお願いをしている。

○また、これらの支援に対する報酬については、自
立支援協議会でワーキンググループを作り、行政と
事業所とで協議を行ったうえでサービスの単価設定
をしている。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　家族と同居しており、日頃障害福祉サービスを利用されていない方で、家族から「本人が不安定
となり怖い」と相談支援事業所に連絡があった。地域生活支援コーディネーターと相談支援専門員
2名で訪問し、本人の状態を把握するとともに、通報者の家族のケアマネジャーや本人の様子を見
ていた居宅介護のヘルパーからも情報収集を行った。家族では緊急時の判断や通院対応も難しかっ
たため、地域生活支援コーディネーターを中心に本人の受診歴がある精神科病院に協力を依頼し、
すでに時間外になっていたが受診してもらい、入院に繋げ、緊急時の支援を行うことができた。

高浜市

　障害福祉サービスを利用していない方に対して、コーディネーターが
中心となって、医療機関との調整を図り、緊急時の支援を行うことがで
きた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○緊急時対応が必要になりそうなケースについて、順次緊
急時プランを作成している。

○緊急時プラン作成の優先順位を設け、以下のケースつい
て、まず緊急時プランを計画相談支援サービスの更新時に
作成。
（成人の場合）
　①本人及び主介護者が高齢（親75歳以上）
　②一人暮らしで身内がいない
（児童の場合）
　主介護者が精神障がいで家族や身内に協力者がいない

○相談支援事業所の相談員間で、緊急対応が必要に
なりそうなケースの対応方法やつなぐ事業所等の情
報について共有している（毎週実施）。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○日中であれば、担当相談員を中心に利用して
いる事業所等と連携して対応する。

○夜間・休日でサービス利用等がない未登録者
の場合は、市役所宿直室が電話窓口となり、障
がいのある方からの相談であれば、地域生活支
援拠点等に連絡が入り対応する。

○緊急時対応マニュアルを作成、それに沿って
判断や支援を実施している。

○市内事業所に対して、事業所利用者の緊急時
の受け入れについて調査を実施し、どの事業所
がどのような条件であれば受け入れ可能か情報
収集している。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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＜緊急時対応マニュアル＞※一部抜粋
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＜ポイント＞

①緊急時に向けた事前準備

②緊急時における支援方法等（未登録者を含む）

　家族と同居されていた本人が担当の相談員に対して、養護者の接し方についての相談を行ってい
た。その相談を受けて、今後の支援について、ケース会議を実施（福祉課、担当相談員、基幹相談
センター、利用中の障害福祉サービス事業所等が参集）した。
　その結果として、緊急時にあたるものとし、その方に対して、短期入所と同等の業務を行う緊急
一時預かり事業を実施することになった。具体的には、福祉課において、本人がグループホームに
入居するまでの間、当該事業の利用に関して調整を行い、町が契約を結んでいる障害福祉サービス
事業所を利用することとなった。

幸田町

　継続的に支援を行っている相談員が本人からの養護者に関して相談を
受け、関係機関によるケース会議を開催するとともに、緊急一時預かり
事業による緊急時の支援を行うことができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○居宅において障害児又は障害者を擁護する者が病院に入
院、死亡その他の事情によりその養護が著しく困難又は不
適切な状態にあり、直ちに障害福祉サービス等を受けるこ
とができない人を対象に「幸田町在宅障害児・障害者緊急
一時預かり事業」を実施している。

○利用にあたっては、利用申請書兼同意書に健康診断書を
添えて町長に提出する。利用決定を受けた者は契約を結ん
でいる4施設で10日間利用が可能となる。

○やむを得ない理由があると認めるときは10日間の
期間の延長や、生活保護や非課税世帯等の該当者に
対して負担金を免除している。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○町福祉課、委託相談支援事業所及び基
幹相談センターでケース会議を実施し、
支援方法や緊急一時預かり事業の必要性
等を検討する。

○障害福祉サービスにつながる場合、支
給決定等を早期対応するなど臨機応変に
対応している。

◎実際にあった個別事例

緊急時の受け入れ・対応の機能
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コラム１：緊急時の受け入れ・対応の支援にあた

って、苦労した話 
 

＜緊急時の受け入れ方法＞ 

緊急時対応のフローチャートを定め、平日の日中では担当相談員が対応し、その他のケー

スは基幹相談支援センター及び市役所で一次的対応をすることとしています。一次的対応で

は、事前登録のない人の場合、基本は短期入所事業所、事前登録している人の場合は、利用

を希望する障害福祉サービス事業所で対応し、日中については通常利用している日中系障害

福祉サービスを利用することにしています。 

その後、個別支援会議を開催し、二次的対応について、協議を行っています。 

 

緊急時対応フローチャート（一部抜粋版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実際にあった苦労話＞ 

緊急時の受け入れ・対応の難しい点は、関係者にとっては慣れない状況で調整及び支援を

しなければならず、一方で障害者本人にとっても、慣れない環境の中で慣れない職員から支

援を受けなければならない点です。 

緊急時にスムーズな対応をするためには、事前に短期入所の体験利用をしてもらうことが

大切です。実際に一連の流れを体験してみることで、必要な持ち物や移送方法、複数の事業

所で対応する場合の役割分担や連携方法等の課題が具体的に見えてきます。対応する事業所

にとっても、一度でも利用歴のある方とそうでない方とでは、受け入れまでのスピードは大

きく変わると考えられます。 

そのため、稲沢市緊急時対応事業登録者に対しては、窓口で障害福祉サービスの更新申請

を受け付けるときに市職員から、サービス等利用計画案の作成時に相談員から、短期入所の

体験利用の勧奨を行い、いざという時に備えられるような支援を行っています。 

 

（執筆 稲沢市福祉課） 
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③ 体験の機会・場の機能

地域移行支援や親元からの自立等に当たっ

て、共同生活援助等の障害福祉サービスの利

用や一人暮らしの体験の機会・場を提供する

機能
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＜ポイント＞

①体験の場の確保

②体験の内容

　家族と同居していた方で、親元から自立し、一人暮らしが可能かを見極めるた
め、賃貸住宅で一人暮らしを体験した場合に活用できる家賃助成制度を利用し、助
成を受けて一人暮らしを１か月間体験した。体験を通して、一人暮らしが現実的に
可能であると考えられたため、体験後に一人暮らしを開始し、現在も継続できてい
る。

春日井市

　賃貸住宅で一人暮らしを体験した場合に活用できる家賃助成制度を利
用し、一人暮らしを実現した事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○グループホーム体験の機会・場を提供
するため、指定共同生活援助事業所の居
室（男女各一室）を確保している。

○賃貸住宅で一人暮らしを体験した場合
の家賃を最大31日間まで助成している。

○常時確保している居室の利用がない場
合の空床保証として、指定共同生活援助
事業所に補助を行っている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○グループホーム体験の対象者は障がい
福祉サービス利用者としている。

○一人暮らし体験の対象者は、障がい者
手帳を所持している18歳以上の者として
いる。

○グループホーム体験の場合は、拠点
コーディネーターが今後の生活につい
て、家族や支援者と協議し、グループ
ホームの利用が適切かどうか評価を行っ
ている。

◎実際にあった個別事例

体験の機会・場の機能
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＜ポイント＞

①体験の場の確保

②体験の内容

　家族と同居している方で、家族関係の悪化により自宅での生活に困難さを抱えた
ため、ほかの家族とともに市役所に来庁した。自宅外での生活をするための宿泊代
等の費用負担について、大きく不安視していた。そこで、碧南市障害者等地域生活
支援居室確保事業で確保している市内の宿泊施設を約１ヶ月程度、その家族ととも
に利用した。宿泊期間中にアパートを探し、アパートの契約が完了したため、宿泊
場所を退所し、新たにアパートに居住を始めることができた。
　当市の制度を利用した結果、自宅以外の場所において生活を行うという面で、制
度が活用された事例となった。

碧南市

　自宅以外で宿泊をしたことのない方を対象に市内の契約宿泊施設にお
いて、家族と一緒に宿泊できる事業を活用し、一人暮らしに向けた準備
となった事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○市内の宿泊施設と契約を結び、碧南市
障害者等地域生活支援居室確保事業を実
施している。

○市内のショートステイやグループホー
ムでの体験利用も体験の場として確保し
ている。

○自宅以外で宿泊をしたことのない方を
対象に家族と一緒に泊まることができる
場所を提供している。

○協議会でどのような場所を提供してい
くべきか、定期的に検討している。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○宿泊施設の利用は、付き添い者がいれ
ば利用可能としている。

○協議会の部会で検討する中で、対象と
なり得る利用者、またはそのような利用
者を支援する支援者にも体験の機会・場
の周知が必要であると課題提起をされて
いるため、今後周知方法について工夫し
ていく予定。

◎実際にあった個別事例

体験の機会・場の機能
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＜ポイント＞

①体験の場の確保

②体験の内容

　精神科病棟に入院されていた方で、退院後の居住先について一人暮らしにするか
グループホームにするかを検討する必要があった。外泊を利用し各月４，５日連続
で相談支援員とともに一人暮らしの体験利用を行った。
　その結果、本体験を通して、一人暮らしについては、生活に支障が出ることが明
らかとなったため、本人との相談の上、グループホームでの生活を決定し、支援を
行った。

安城市

　精神科病院退院後における暮らしの場の検討を行うため、一人暮らし
の体験を通して、支援を受けながら地域で暮らすグループホームを選択
することができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○市内の社会福祉法人の障害福祉サービ
ス事業所の職員寮の１室を借りている。

○当該社会福祉法人からの提案を受け、
利用させていただいており、１日の利用
で５，０００円を扶助費として支払って
いる。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○プログラムを提供せず、体験部屋での炊事、
清掃、洗濯などの一人暮らしで必要な体験を行
える場を提供している。

○ただし、最初から一人でではなく、担当の相
談支援員や地域生活支援拠点等コーディネー
ターが関わりを持ちながら徐々に一人で生活で
きるようにしている。

○宿泊だけでなく、日帰りでの利用も可能とし
ており、体験利用もできるようにしている。

◎実際にあった個別事例

体験の機会・場の機能
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＜ポイント＞

①体験の場の確保

②体験の内容

　10年以上長期入院していた方で、地域移行を目指す中、相談支援専門員（地域移
行支援兼務）や病院のＳＷと地域生活支援拠点等である障害福祉サービス事業所が
連携し、地域移行後の生活の流れを体験できるようにグループホームと就労継続支
援の体験利用を実施するとともに、体験利用を複数回繰り返すことにより、地域で
の生活に移行することができた。
　また、市内における体験の機会・場の機能の充実を図るため、上記のような地域
移行での体験実例などについて、自立支援協議会において、情報共有を図ってい
る。

小牧市

　１０年以上長期入院していた本人に対して、ソーシャルワーカー
（SW）や地域生活支援拠点等の事業所が連携を図り、繰り返しグルー
プホームや就労継続支援の体験利用を通して、地域移行を実現できた事
例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○グループホームの空き部屋や短期入所
用の部屋を活用し、地域生活や自立生活
の体験を実施している。

○障害者自立支援協議会の取組でグルー
プホーム意見交換会を実施し、市や関係
機関との連携強化を図っている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○グループホームでの生活や就労継続支
援の体験等と組み合わせて、実際の地域
生活や自立生活に近い体験ができるよう
に相談支援専門員が調整している。

○地域移行での体験の実例などについ
て、障害者自立支援協議会の相談支援事
業所連絡会において相談支援専門員間で
の情報共有を実施している。

◎実際にあった個別事例

体験の機会・場の機能
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＜ポイント＞

①体験の場の確保

②体験の内容

　家族と同居していた方で、家族との折り合いが悪く、イライラを繰り返してお
り、本人から「家族から離れたい、一人暮らしをしたいが自信がない」という相談
を受けて、障害者安心生活事業について、情報提供を行った。
　そして、１泊２日から利用を開始し、定期的に繰り返し利用を重ねていった。一
定期間後、グループホームの見学も行ったが、本事業を通して、積み重ねた一人暮
らし体験での自信とともに「１人の時間が大事」と気づき、物件探しを開始した。
その後については、入退院しながらも一人暮らしを継続できている。

新城市

　アパートの１室を確保し、一人暮らしの体験の機会を提供する事業を
活用し、その体験を通して、本人が自信とともに「１人の時間が大事」
と気づくことができ、一人暮らしを実現することができた事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○圏域内の法人に委託し障害者安心生活事業を実施してい
る。

【目的】地域において障害者が自立した生活を体験するこ
とができる場を提供することにより、障害者の自立意識の
高揚及び自立するための力の養成を支援し、もって障害者
が安心して暮らせる社会の実現に寄与すること
【対象者】圏域内に住所を有し、単身生活を希望する者ま
たはその他市町村長が認める者。
【利用期間】１か月以内（市町村が特に必要と認めたとき
は１か月を超えて利用できる）

○アパートの一室を確保し、障害者が自立した生活を体験
することができる場を提供している。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○障害者安心生活事業の内容については、以下のとおり

①障害者に対し、緊急一時的な宿泊や地域での一人暮らし
に向けた体験的宿泊ができる住居を提供する
②生活に必要な日用品等を提供する
③地域生活を送るために必要な情報を提供し、障害者から
の相談に応じる

※利用者負担（２，４００円/日）が発生する
【利用実績】毎年度、約7名の方が利用している（R2～
R4）

○保護者等から虐待を受けた、諸事情で住む場所が
なくなってしまった等、緊急的にも活用できるよう
体制を整えている。

○委託相談支援事業所の利用者が対象であることを
基本とし、委託事業者と密に連携を行いスムーズな
利用に繋がっている。

※当圏域の相談支援事業所は全て委託相談支援事業
所でもある。

◎実際にあった個別事例

体験の機会・場の機能
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＜ポイント＞

①体験の場の確保

②体験の内容

　家族と同居していた方で、なかなか本人との意思疎通ができず、家族が悩まれて
いた。相談支援事業所と相談しながら、これまでの日中系障害福祉サービス事業所
から新しい事業所へ移行した。その事業所は、体験的宿泊の拠点登録をしており、
緊急時や将来に向けての生活スタイルを考えていく中で、少ない支援で自分ができ
ることを行えるよう月に１回程度の体験的宿泊を行った。現在においても将来に向
けて年に24回の体験的宿泊を継続している。

美浜町

　緊急時や将来に向けた生活の準備のため、宿泊体験ができる日中系障
害福祉サービス事業所において、月１回程度の宿泊を行い、現在も一人
暮らしに向けて継続的に活用している事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○美浜町の他に南知多町・武豊町で広域
実施する知多南部自立支援協議会におい
て地域生活支援拠点等の面的整備を進め
ており、12事業所が体験的宿泊の拠点登
録をしている。

○長期休暇を中心に定期的に体験的宿泊
が実施されている。

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○町内放課後等デイサービスや就労継続支援Ｂ
型や生活介護を活用し、体験の機会の確保のた
め定期的にお泊り会を開催している。

○家族のレスパイト目的として地域に不足する
ショートステイを補う形で利用している（重度
障害者を含む児童・成人）

○長期休暇の行事としてお泊り会をすること
で、自宅以外での宿泊に不安があった利用者が
前向きに参加することができ、結果として宿泊
体験ができ、緊急時における宿泊の不安解消に
つながっている。

◎実際にあった個別事例

体験の機会・場の機能
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コラム２：圏域単位での機能の充実について 
 

＜障害者安心生活支援事業の概要＞ 

本市においては、地域において障害者が自立した生活を体験することができる場を提供す

るため、障害者安心生活支援事業を平成 29 年度から実施しております。 

 

事業内容については、以下のとおりです。 

① 障害者に対し、緊急一時的な宿泊や地域での一人暮らしに向けた体験的宿泊ができる

住居を提供する 

② 生活に必要な日用品等を提供する 

③ 地域生活を送るために必要な情報を提供し、障害者からの相談に応じる 

 

＜圏域単位での機能充実に向けた他町村との協定締結の経緯＞ 

本市が隣接する北設楽地域３町村（設楽町・東栄町・豊根村）ではアパートや買い物がで

きる資源が少なく、一人暮らし体験の場として生活環境が整っていない状況もあり、本事業

を利用したいという意見が多く出されました。 

東三河北部圏域会議等で協議を重ね、令和５年度より本市と３町村で協定を締結し、利用

者負担分を除く経費を折半することで、共同活用できる体制にし、圏域において体験の機

会・場の機能の充実を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同利用するにあたり一番大きな課題は委託料の按分方法でした。人口規模の異なる４市

町村が均等割りでいいのか、また、利用が重複した場合はどう調整するのか、利用報告の方

法や頻度などについて圏域会議を中心に協議を重ねました。結果は以下のとおりです。 

・使用頻度は異なる可能性があるが、委託費用は 4 市町村均等割りで合意。 

・新城市単独の時は毎月報告と支払い請求対応していたが、事務の簡素化を図るため報告

ならびに委託料支払い請求は半期ごととすることで合意。 

・利用希望日が重複した際は優先度で判断とし、どうしても判断に迷う場合は当初設置し

ていた新城市の利用者を最優先することで合意。 

取組が始まったばかりであるため、今後効果について検証していく段階です。 

（執筆 新城市福祉課） 

東三河北部圏域の中で最も人口が多いのが 43,000

人ほどの新城市。新城以北の設楽地域（設楽町、東

栄町、豊根村）では、より日常生活に関する社会資

源も少なくなるため「体験の場」として新城市の資

源を活用したい声が多く届いた。 
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④ 専門的人材の確保・養成の機能

医療的ケアが必要な者や行動障害を有する

者、高齢化に伴い重度化した障害者に対して、

専門的な対応を行うことができる体制の確保

や、専門的な対応ができる人材の養成を行う

機能
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＜ポイント＞

○人材の養成

◎具体的な実践例

　強度行動障がい専門支援員派遣事業の訪問型個別支援において、事業所等の支援
員に対し、専門支援員が助言する形で、支援を実施し、支援員のスキル向上及び当
事者の強度行動障がいの軽減を図ることができた。

豊田市

　強度行動障がいに関する国の指導者養成研修を受講した者を市が専門
支援員として任命し、事業所等に対する訪問型個別支援の実施を通し
て、個々の事業所のスキルアップを図っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○喀痰吸引研修（３号）：豊田市地域自立支援協議会や豊
田市福祉事業団において、市内事業所や医療機関に対する
スキルアップ研修を実施している。

○強度行動障がい支援者養成研修：豊田市福祉事業団にお
いて、基礎研修及び実践研修を実施している。

○強度行動障がい専門支援員派遣事業：国の指導者研修を
受講した者等を強度行動障がい専門支援員として任命し、
各事業所への支援を行っている（訪問型研修、訪問型個別
支援）。

○強度行動障がい児者への支援について、市と福祉
事業団を中心に独自の検討会を設置し、市において
予算を確保し、強度行動障がいの支援者研修及び専
門支援員派遣事業の仕組みを構築している。

○専門支援員派遣事業は、事業所の管理者にも受講
してもらい、事業所全体の理解を得た上で、個別支
援を実施している。

専門的人材の確保・養成の機能
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＜ポイント＞

○人材の養成

◎具体的な実践例

　障害者自立支援協議会の分野別連絡会において、研修内容を障害福祉サービス事
業所が協議して決定していくことにより、自主的な研修を実施するサイクルが構築
できるなど、計画的に専門的人材の確保・養成に向けた取り組みを進めている。

小牧市

　障害者自立支援協議会の分野別連絡会において、研修内容を協議し、
事業所の意見を反映させた人材育成に関する計画を作成し、自主的な研
修の実施につなげている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○障害者自立支援協議会において、層
別、分野別の研修を計画し、実行してい
る。

○障害者自立支援協議会の分野別連絡会
において、研修担当のチームを作り、全
事業所に対するアンケートなどを実施
し、研修内容を協議することにより、障
害福祉サービス事業所等の意見を反映さ
せた研修計画を策定するようにしてい
る。

専門的人材の確保・養成の機能
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＜ポイント＞

○人材の養成

◎具体的な実践例

　自立支援協議会の地域生活部会における強度行動障害に係る研修会において、市
内の生活介護事業所職員に講師及びファシリテーターを市から依頼した。
　当該事業所においては、研修会に向けて頻回な打合せを行い、プレ研修を行うな
ど、主体性を持って取り組んでいた。講師やファシリテーターは事業所職員にとっ
て慣れない役割であったが、受動的でなく、能動的に取り組んでいただいたこと
で、強度行動障害に対する理解が、職員自身深まり、支援力の向上につながってい
る。

知多市

　研修会の講師及びファシリテーターに研修会のテーマに応じた支援実
績のある事業所職員が担ってもらうことで、アウトプットする機会を設
け、自身の支援のスキルアップと指導者の人材育成を図っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○自立支援協議会の各部会において、毎
年、それぞれテーマを設けて研修会を実
施している。

○研修会の講師及びワークショップの
ファシリテーターにテーマに応じた支援
実績のある事業所職員が担ってもらうこ
とで、知識や経験をアウトプットするこ
とよるスキルアップを図っている。

専門的人材の確保・養成の機能
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＜ポイント＞

○人材の養成

◎具体的な実践例

　研修の効果検証のために虐待防止研修参加者にアンケートを実施したところ、虐
待に関する認識等の意識改革、障がい特性の理解、虐待防止委員会の設置を早急に
行う、規則の見直し、職員間の交流、情報共有の徹底といった環境・制度整備に努
める等の意見が多く得られ、各事業所の質の向上につなげるための気づきの場とす
ることができた。
　また、本アンケート結果について自立支援協議会等において、共有し、今後の研
修のニーズや在り方、方法等を検討することで、継続的な人材の養成を目指してい
る。

あま市

　虐待防止や強度行動障がいに関する研修を実施するとともに、研修の
効果検証のために受講生に対するアンケートを実施し、その結果を自立
支援協議会等において、共有・検討することで、継続的に人材の養成の
機能を高めている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○あま市・大治町と合同で設置している
自立支援協議会において、必要な研修内
容の検討・企画を行い、海部東部地域全
体のサービスの質の向上を目的として事
業所職員に対し研修を実施している。

○障害者虐待の防止、障害者の養護者に
対する支援等に関する法律の趣旨に鑑
み、障害者虐待の問題について、障害福
祉サービス事業所の管理者および従事者
等の理解を深めるための虐待防止研修や
強度行動障がいに対する理解のための研
修を実施している。

専門的人材の確保・養成の機能
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＜ポイント＞

○人材の養成

◎具体的な実践例

　社会資源開発部会内にある専門人材育成ＷＧを2ヵ月に1回程度開催する中で、南
部3町内の行動障害等で支援困難なケースについての経過報告や支援方法について
意見交換を行う他、必要に応じてＷＧ内の中心メンバーが実際に事業所や家庭へ出
向き、実地で助言をおこなったり、新しい事業所が安心してサービス提供をしても
らえるようＯＪＴを行うことで支援できる事業所を増やすことができた。

南知多町

　地域での専門的人材養成として、受講料補助制度とともに全国研修へ
の複数スタッフ派遣等を行うことで、他の事業所への助言等を行うこと
ができる人材の養成につながっている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○南知多町単独ではなく、美浜町、武豊町と合わせた南部
3町で行う自立支援協議会の専門人材育成ＷＧにおいて、
専門人材育成確保等の取り組みについて検討・実施を行っ
ている。具体的には、行動障害や医療ケア資格研修や、入
門研修・スキルアップ研修参加費の半額程度の補助、自主
開催の会場費について、町が補助を行っている。

○また、地域に専門人材が確保され研修の自主開催が可能
となるよう全国研修への複数スタッフの派遣や、研修の講
師や補助の機会を設け段階的な人材育成も行っている。

○専門人材を南部3町を超えて知多半島内で育成するた
め、「困り感への行動支援研修」を地域の事業所を中心に
実施し、事業所の中心スタッフを対象にそれぞれの事業所
における困難ケースについて、問題行動の背景を踏まえた
取組内容や事業所全体の支援体制改善に向けた取組内容と
した。

○その他にも、強度行動障害支援者養成研修（基礎）を修
了した（同等の）支援者を対象とし「氷山モデル共同学習
会」を年に1～2回程度開催し、氷山モデルシートが現場
の支援で活用できるよう実施している。

専門的人材の確保・養成の機能
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⑤ 地域の体制づくりの機能

基幹相談支援センター、委託相談支援事業、

特定相談支援、一般相談支援等を活用して

コーディネーターを配置し、地域の様々な

ニーズに対応できるサービス提供体制の確保

や、地域の社会資源の連携体制の構築等を行

う機能
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＜ポイント＞

○地域の体制づくり

◎具体的な実践例

　自立支援協議会内に医療的ケアに関する検討会を立ち上げ、医療的ケア児者に対
する移動支援が不足している現状の解決策として、医療的ケア児者に対する移動支
援事業の制度設計について協議した。
　保健・福祉・教育の関係機関だけでなく、当事者団体やサービス提供事業所もメ
ンバーとして参加してもらうことで、様々な面から事業内容について検討を重ね、
令和５年８月から事業を開始するなど、地域の体制づくりの強化を図っている。

豊橋市

　自立支援協議会で地域における課題の共有や取組の方法を検討するこ
とを通して、医療的ケア児者に対する移動支援の充実を図るなど、地域
の体制づくりの強化を図っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○自立支援協議会内の専門部会や事業所
連絡会等を通じて、地域における課題の
共有や取り組み方法の検討を実施してい
る。

○意見を出しやすいような雰囲気づくり
のため、茶話会などの開催方法も取り入
れている。

地域の体制づくりの機能
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＜ポイント＞

○地域の体制づくり

◎具体的な実践例

　自立支援協議会において地域のニーズ把握や資源開発を行っており、当該協議会
の議論を通して、実践的な一人暮らし体験の場が必要というニーズを把握し、一般
アパート等に準じた設備を有する救護施設に事業の説明等を行い、体験的宿泊事業
への登録をしてもらうことができ、より一人暮らしに近い形での宿泊体験が可能と
なるなど、地域生活支援拠点等の機能の充実を図っている。

半田市

　自立支援協議会で地域におけるニーズの把握を行い、より実践的な一
人暮らしの体験の場の確保に向けて、救護施設を体験の場として確保す
るなど、地域生活支援拠点等の機能の充実を図っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○自立支援協議会を中心に体制構築を検
討している。

○基幹相談支援センターを中心に相談支
援体制の整備を重点的に取り組んでい
る。

○自立支援協議会において地域のニーズ
把握や資源開発を行っている。

○相談支援体制を整備することにより各
相談員からのニーズの吸い上げを行って
いる。

地域の体制づくりの機能
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＜ポイント＞

○地域の体制づくり

◎具体的な実践例

　１年を通して、自立支援協議会２回、5つの専門部会（地域生活支援拠点等検討
部会、就労支援部会、相談支援部会、子ども部会、福祉人財研修部会等）で計１７
回、７つの連絡会（就労支援連絡会、相談支援連絡会等）で計２４回の会議を開催
し、各会議を通じて障害福祉サービス事業所の連携強化を図っている。

刈谷市

　社会資源を可視化するため、市内事業所マップを作成するとともに、
各会議を通して、事業所との連携強化を行っている事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○愛知県が作成した「地域生活支援拠点
等 運用状況の検証・検討のための手引
き」のチェックポイントに沿って、それ
ぞれの項目の実績及び取組状況を把握し
ている。

○自立支援協議会、各専門部会、連絡会
を協議、共有の場としている。

○社会資源を可視化するため、市内事業
所マップを作成し、公開している。

○自立支援協議会及び５つの専門部会、
７つの連絡会の場で、地域課題について
協議・検討し、障害福祉サービス事業所
等との情報共有の場としている。

地域の体制づくりの機能
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＜ポイント＞

○地域の体制づくり

◎具体的な実践例

　自立支援協議会内に１０を超える部会・プロジェクトチームがあり、市内の事業所が顔を合わせ
る関係性ができているため、強度行動障害の方などについて、連携して支援にあたることができて
いる。
　また、医療機関、警察等にも地域生活支援拠点等について、コーディネーターが周知を行ってお
り、地域で障害のある人が困っているケースがあると、地域生活支援等コーディネーターにすぐに
連絡が行くようになっている。
　さらに、精神科病院から退院したあとしばらくして不安定になった方からの地域生活支援拠点等
に対して寄せられた夜間の電話相談を通して、日中に利用されている事業所、相談支援専門員等に
当事者の困っていことや希望などを伝えるなどの連携をスムーズに行い、地域の体制づくりの強化
を図っている。

安城市

　コーディネーターが医療機関や警察等の関係機関に対して、地域生活
支援拠点等の周知を行うことで、地域の支援体制づくりを行っている事
例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○地域生活支援拠点等コーディネーター
が様々な会議に参加し、地域生活支援拠
点等についてＰＲを行っている。

○医療機関、警察等にもＰＲをしている
ことで、地域で障害のある人が困ってい
るケースがあると、地域生活支援等コー
ディネーターにすぐに連絡が行くように
なっている。

地域の体制づくりの機能
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＜ポイント＞

○地域の体制づくり

◎具体的な実践例

　地域生活支援拠点等の評価をするにあたり、そもそも、町内の障がい福祉事業所
の方たちに周知が足りていないのではないか、という意見が協議会で出たため、
「本町の地域生活支援拠点等」の研修を町内の障がい福祉事業所の方々を対象に開
催した。
　研修後の感想やアンケートで拠点等についての理解が足りていないことが判明し
た一方、興味をもっていただけた事業所もあり、事業所の職員が自立支援協議会の
委員として参画することを働きかけ、地域の体制づくりの強化を図っている。

阿久比町

　地域生活支援拠点等についての研修会を行うとともに自立支援協議会
の委員として参画してもらうことで、地域の支援力強化につなげている
事例

＜取組内容＞ ＜工夫点＞

○地域の実情に応じた地域生活支援拠点
等の整備にあたって、自立支援協議会を
中心に、各関係機関と連携を図りなが
ら、コーディネートしている。

○自立支援協議会の専門部会である「おとな部
会」にて、町内の障がい福祉事業所向けに、地
域生活支援拠点等についての研修を行い、本町
における拠点機能の共有、地域の体制等につい
て知っていただく機会を設けた。

○また、報告、評価についても、この研修会に
て行っている。
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コラム３：個人情報を取扱う際の留意点について  
 

地域生活支援拠点等が関係機関との連携を強化する上で、個別事例の共有は欠かせませ

ん。また、市町村が設置する協議会等において地域生活支援拠点等の運用状況を検証・検討

していくためにも、個別事例に踏み込んだ議論が必要となります。 

令和４年度の障害者総合支援法の改正（令和６年４月１日施行）において、個別事例から

地域課題を抽出する取組が重要であるとして、協議会関係者間で個別事例に関して必要な情

報を共有することが明確化されるとともに、協議会関係者の守秘義務が規定されました。 

個人情報を取扱う際には、「支援者間において、市町村が定める個人情報保護の規定を踏

まえた対応が図られているか」について常に留意することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域生活支援拠点等の機能の充実に向けて、協議会等において個別事例を共有する際に

は、個人情報の取扱いについて十分に配慮した上で実施することが求められています。         

（執筆 愛知県福祉局福祉部障害福祉課 地域生活支援グループ） 

※人の生命・身体・財

産の保護に必要で本

人の同意取得が困難

な場合等、本人の同意

を得なくても、例外的

に個人情報を第三者

に提供できる場合も

あります。 

また、利用目的

を明示し、本人か

ら同意を得た場

合であっても必

要に応じて匿名

化するなどの個

人情報への配慮

を行うことが大

切です。 
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